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Ⅰ．はじめに  

 筆者は、社会医学、デジタルヘルスを専門とする研究者として、オンライン診療の普及に関す

る研究や 1,2)、うつ病の診断・重症度評価を行う AI 医療機器の開発などに従事してきた 3)。他方

で、これからの日本の医療の在り方についても課題意識をもち、現状整理や提言を行ってきた。

本稿では筆者が国内外の学術雑誌に発表した研究・論考を元に、日本の医療の現状と課題につい

て整理する。 

 

Ⅱ．高齢化社会における日本医療の課題 
日本の医療制度は、国民皆保険制度により患者の自己負担が低額であることや、どのような医

療機関も受診できるようになっているフリーアクセスが担保されていることから、患者の受診

ハードルが低くなっている。加えて、出来高払い制のため、診察・検査が増えれば医師側も収入

が増加する構造になっていることと、それぞれの診療報酬の点数（≒価格）が低く算定されてい

ることから薄利多売でたくさんの患者を見ていかないと収入が上がらない構造になっており、

医師側も患者の受診を控えさせるメリットが少ない。結果として、患者の受診回数の増加につな

がっており、患者 1人当たりの年間受診回数は世界でもトップクラスである 4)。こうした構造は、

国民医療費の増大や、現場の多忙さにも繋がっている可能性があり、価値の低い医療の提供や過

剰診療を防ぐための仕組みが必要であると考えられる。 

こうした現在抱えている問題に加え、今後、65 歳以上人口がピークを迎える 2040 年頃にかけ

て、増大し続ける国民医療費についても対処していく必要がある。例えば日本の 65 歳以上の高

齢化率は 2022 年時点で 29.1％と世界一であるが、2045 年には 36.3%まで上昇することが予想さ

れており、結果として入院患者数も 2040 年まで増加すると予測されている 4)。増大の続く国民

医療費は、2040 年に、約 89兆円に増加すると予想されており、現在の税率が据え置かれた場合、

27 兆円の財源不足が生じる可能性があるという指摘もある 4)。こうした国民医療費増大の抑制

策の一つとして、政府は薬価の引き下げを繰り返してきたが、その結果、製薬企業側の負担が大

きくなっており、品質不正問題の多発や、医薬品の供給不足が深刻化しつつあるなどの問題も生

じている 5)。国民医療費の増加が避けられない中で、どのように財源を確保していくかという点

について、特定の領域・世代に負担が偏らないよう、国民的な議論を深めていく必要があるだろ
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う。 

また、高齢化社会特有の問題として、認知症患者の増加についての問題もある。2024 年から

施行された認知症基本法の制定過程においては、認知症の「予防」ではなく認知症との「共生」

に力点が置かれている 6)。例えば、金融分野では、高齢者の認知機能に応じた金融取引を支援す

るような技術開発について、政府が研究支援を行うようになっている 7)。認知症においては治療

や予防に注目が集まりがちであるが、完全な治療や予防は困難であることから、認知機能低下の

早期発見や、認知症患者を排除しない社会システムづくりも重要である。筆者も金融機関との共

同研究に参加しているが、こうした治療や予防以外の社会医学的な研究をより発展させていく

こと、そのような分野に関心をもつ医学研究者を増やしていくことも重要であると考える。 

 

Ⅲ. 医療提供体制の課題、診療科偏在、地域偏在 

日本は国際比較において、患者 1 人当たりの年間受診回数、人口当たりの病床数・病院数がト

ップクラスであるにもかかわらず、人口当たりの医師数は OECD諸国の平均より少ない 4)。諸外

国では、軽症患者の診察・処方は看護師が担当する場合などもあるが、日本では医師が全て診察

する制度となっている。このような構造から、医師の過重労働が常態化している。 

また、医学部卒業者は診療科や診療場所の選択に制限が少ないため、日本では外科、産婦人科

の医師が常に不足し、小児科や内科は都市部に集中している 4)。この偏在を解消し、将来の医療

需要の増加に備えるため、政府は全国の医学部定員を 2008 年の 7,793 人から 2022 年の 9,374 人

へと段階的に増やしてきた。しかし、偏在は依然として解消されておらず、医師の総数が増える

中で、外科医は全く増えていない 4)。今後、高齢化で増大する医療需要に備えるため、医療資源

を適切に配置できるようにしなければならない。 

加えて、昨今の日本の医療におけるトレンドとして、女性医師の増加がある。医学部に進学す

る女性は長い目でみると増加傾向であり、1990 年代中頃に 3 割に到達したが、そこから長らく

3割台前半で推移していた。そうした中で、2023 年度初めて 4割を超えたが、依然として OECD

の中では日本は女性医師が最も少ない国となっている 8)。これは入試における不適切な取り扱い

などにより、医学部入試において女性が排除されてきたことも一因であるが、そのような問題が

起こった背景として、日本の医療現場が多忙だったことから、医療界が男性を優先的に受け入れ

ることを正当化してきたことがある。そして、数少ない女性医師は、仕事と出産・育児との両立

が困難であることから、人手の多い都市部や、働きやすい診療科に集まる傾向があった 8)。様々

な地域・診療科において女性医師が働きやすい環境をつくるためには、医師の働き方全般の見直

しが急務である。 

さらに、昨今、多忙な保険診療を離れ、美容医療や自由診療に医師が流出してしまうことも問

題視されている 9)。美容医療・自由診療領域では、肥満でない若い女性に対する糖尿病治療薬の

ダイエット目的の処方など、不適切な医療行為も多発しており、そのような領域に医師が集中す

ることは健全とは言い難い 10)。その他、多忙な大学病院から医師がいなくなることで、日本の医

学分野における研究力の低下も問題となっている 11)。今後は、こうしたさまざまな問題の源泉
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となっている、医師の過重労働と、それを引き起こしている日本の医療の構造的な課題について

取り組んでいく必要があると考える。 

 

 

図 1. 日本の医療の特徴と構造的課題（筆者作成） 

  

Ⅳ．オンライン診療の普及の遅れ 

 前述のような医師の偏在の対策において、オンライン診療などの活用が期待されている 12)。

オンライン診療は、当然ながら医療行為の全てを代替することは困難であるが、患者との会話が

診察の中心となる精神科領域など、物理的な検査・診察を必要としない診療科との親和性は高い。

例えば、筆者らの研究チームが行ったメタアナリシスでは、オンライン診療と対面診療を比較し

た 32 の無作為化比較試験の結果を統合したところ、治療効果や継続率に関して両者に有意差は

認められなかった 13)。 

 このように、オンライン診療においてはエビデンスも十分に蓄積されているが、日本での普及

は進んでいない。かつてはオンライン診療そのものが認められていなかったという事情もある

が 14)、昨今の日本でオンライン診療が普及していない理由としては、診療報酬の評価が対面診

療よりも低いことが、現場の医師・医療機関の導入を妨げる主要な障害となっていることがわか

っている 14-17)。 

 新型コロナウイルス感染症のパンデミックにおいては、感染症対策としてもオンライン診療

が注目され、政府も診療報酬の上乗せを行うなど特例的な規制緩和を行なった 17)。日本ではこ

のパンデミックに伴う規制緩和後も、診療報酬の価格は対面診療よりもオンライン診療の方が

低いままであったが、筆者らが 17 の国と地域を比較した研究では、パンデミック後にそのよう

な価格差が明確についていた国は日本だけであった 1)。オンライン診療は新しい医療形態であり、
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長期間使用した場合のエビデンスが不足している点は否めないが 18)、例えば筆者らが国内で行

った 6 ヶ月間の無作為化比較試験でもオンライン診療併用群は対面診療群に対して治療効果が

劣らないだけでなく、通院時間の負担が少なく費用も安価だったことが確認されており 2)、特有

のメリットも有しているといえる。全国の国民が等しく保険料を払っているにもかかわらず、地

域偏在や診療科偏在によって受けられる医療に地域間格差が生じている現状は回避されるべき

であり、その代替手段の一つであるオンライン診療へのアクセスもより一層改善されるべきで

あると考える。 
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